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はじめに
本稿は，コンラート・ヘッセの憲法理論の「紛争」概念を1つのキ一概念と
して取り出し，この概念が政党や選挙その他を扱う場合に，政治と法をどう一
貫して理論化され どう民主主義原理や基本的人権に結び付けられて行くのか
を，辿ることによって，以後の課題に役立てようとする。
政党と選挙にかかわる政治的法的諸問題を解明するには，その問題領域がど
ういう位置と性格をもつものなのか，という理論的出発点が明確にされていな
ければならないが，差し当たりここでは2点について，記しておきたい。
1.国家と社会は，分離と結合の両面で交錯し合う関係と措定すれば，選挙
と政党は，ともに社会の領域に属しながら，社会の側から国家の領域にもかか
わり，また国家領域に参入して国家的機能をも担うというように，社会が国家
に結合していく局面でそれらの存在と機能を有する。
社会からは，一方で，国家に対抗し，それによって国家の機能を抑制，場合
によっては排除する要求を突き付け 他方では 自らの要求実現のために国家
の政策を方向づけるべく媒介的役割を，社会の中で利益と意，思に従って組織化
された政党と選挙に求める。その際，政党と選挙は，社会領域にあるものとし
ての性格を保持し続けるのである。
国家は，社会からの対抗と要求実現の両契機を媒介する国民代表としての政
党を，自ら運営する選挙を通して迎え入れ，自分の領域の中でそれらが，社会
から信託された国家の組織化と国家活動を行うのに対して，受容したり，拒否
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したり，場合によっては抑圧・排除したり，選択的に対応するが，しかしそれ
に止まらず，職務を通して，あるいは職務を逸脱して，自ら社会の政治的組織
化を行い，政党と選挙の経路を経て国家の組織化と国家活動を行う分身を迎え
入れることもする。国家は 最終的には国家の存在と活動を社会に向かつて正
統化する役割を実質的に担う政党を不可欠とする。
2.憲法は，これらの過程，アクターとその活動の全体が，したがって，社
会の成員とその行動の全体が民主主義原理と基本的人権保障によって秩序づ
けられるように，法規範として存在している。社会は，多様な利害と価値観を
もっ人々によって構成されているから，そこに不可避的に生起する多様な問題
と紛争一ごみ処理から平和維持までーの解決をはかる方法とチャンネルを必要
とするが，政党と選挙は政治的解決に託す方法であり，それらを通してそれぞ
れの利害と価値観に有利な国家の意志決定を求める。
民主主義原理と基本的人権は，本来的に，対立し合う多様な利害と価値観の
いづれかを一方的に有利に扱うには不適なものである。したがって，経済的，
またはその他の実力の大きな者ないし勢力が実力にふさわしい分け前を政治に
求めるならば，たいていの場合，その実現の方法は民主主義を回避したり，他
の社会構成員の基本的人権の実現を妨げるほかはない。しかも，そのような解
決の正当性は誰からも説明されないままとなる。政治の重要な決定が，そのよ
うに行われれば，その限りで憲法上の民主主義と基本的人権の価値と規範性は
傷つけられ，棚上げされ，そのような解決によって被害を受けたり，民主主義
のチャンネルを奪われた者ないし勢力は 選挙と政党による問題解決を困難に
される。国家と社会が抱えている解決すべき問題の全体のうち，どれだけの部
分，民主主義原理の貫徹と基本的人権の保障にのせることができているか，ど
れだけの部分，社会的実力に比例した政治的配当を実現しているか，は憲法的
価値の実現の程度を示す標準的尺度となるといえる。
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1.憲法概念の中の「紛争」
紛争とその解決は，国家と社会のあり方を考える基本的な問題であろう。国
家と社会の現実を認識するにも，国家と社会の課題を考えるうえでも，基本問
題であったし，現在でもそうである。憲法理論が，国家と社会のそれぞれの中
で，また交錯し合う関係においてや相互の間での，利害と価値観の対立から生
起する紛争をどのようなものとして理解するか，それら紛争にどのような解決
を考えるか，は理論的分岐点となる。憲法理論と政治との緊張関係が，多かれ
少なかれ，また不可避的に生まれるテーマである口
コンラート・ヘッセは，国家と社会の統合理論の代表的な論者の一人である
ことは，よく知られている。ヘッセの憲法理論の中で紛争がどう扱われている
か。
ヘッセの統合理論の中心的概念は，政治的統一 国家 および共同社会の3
つである。スメントの統合理論を出発点にして，ワイマール共和国とナチス支
配の経験を踏まえて思索した結果として また社会主義諸国の経験とそれとの
対抗を意識して，提起されている。したがって，自己の理論が歴史的であるこ
とをその動機と内容両面にわたって貫いている点で一貫している。そして，そ
のことに十分な説明を与えていることに，自国の歴史との真撃な対決を行った
ことが窺われる。
ヘッセの憲法概念は， 「歴史的具体的生活の現実における憲法の課題と機能
からのみ把握」しうるもので，「国家の政治的統一」が課題である 0(1)
彼の国家・政治観が端的に示されているのが次の一文である。 「国家と国家
権力が現実性を獲得するのは，人間生活の現実において存在する多様な利害，
志向，行動様式を首尾よく統一的な行為と作用とに結合させて政治的統ーを形
成する限りにおいてである。多様なものが統一されて行くこの過程は，決して
最終的に完結したものではなく，それゆえそうたやすく所与のものとして前提
されるわけのものではなかろう。それは不断の過程であり，したがってまた常
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に課題として課せられたものである。それは 人間の共同生活が国家において
のみ，しかも国家を通じてのみ可能である限りにおいて，いかなる恐意にも屈
することのない課題なのである」（2）。
このように現実的な行動ないーし機能の統一にしか国家と政治の意味を認めな
い，という考え方は，一方で，国家法人論，世界観上の諸観念の実現を目指す
実質的統一，経験的統一を廃し，他方で，全体主義的な画一的統合による社会
的，政治的ないし組織・制度的多様性の廃棄を否定する合意を与えられてい
る。（3)
不断に新たに獲得される政治的統一，すなわち政治的な統一形成が，ヘッセ
にあっては，政治であり，その中に含まれる国家なのである。そのような政治
と国家は必然的に課題を果たす，そして果たし続ける機能を有する存在であっ
て，それ以外の何物でもない。一体，ヘッセにあっては，何のための政治的統
ーなのか？
政治的な統一形成が必要な理由は 紛争の存在とその解決である。すなわち，
ヘッセは，国家と政治の存在理由を，正面から，紛争の存在を認知し，規律し，
解決することに認めたのである。ドイツの政治史と理論史の考察から獲得され
たヘッセ流の確信であることは，容易に理解し得る。
ヘッセは，紛争とその解決の意義，意味，そしてその扱い方を歴史的考察か
ら得られた一般的な形で，次のように述べる。長い引用であるが，ヘッセの真
意が直接伝わるようにするためである。
「統一形成は，紛争（Konflikt）の存在と，人間の共同生活にとって紛争の
もつ重要な意義を抜きにしては考えられないものである。紛争は，硬直化や旧
態依然たる状態での停滞を防ぐことができる。それは唯一の原動力でないとは
いえ，一つの原動力であり，この原動力なくしては歴史的変化は生じないであ
ろう。紛争が存在しなかったり，抑圧されたりすれば，既存のものを固定化す
るという硬直主義（Immobilismus）を招くかもしれない。しかしこのことは
状況の変化に適応できず，新しい形態を生み出すことができなくなることを意
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味する。そうなれば，既存のものとの亀裂がいつの日か避けがたくなり，動揺
が一層深刻になる。ただ，紛争が存在するということだけが重要であるのでは
なく，それが規律され処理されることも重要なのである。紛争それ自体にはま
だ新たな形態は含まれていない。それがもたらす結果があってはじめて新たな
ものが形成されるのである。また紛争はそれ自体では 人間生活および共同生
活を可能にすることはできない。したがって，紛争とそれがもたらす作用の存
在を認めるとともに －紛争を規律する方法によることは言うまでもないが一
政治的統一の創出と維持を保障して 政治的統一のために紛争を無視ないし抑
圧したり，紛争のために政治的統一を犠牲にしたりすることのないようにする
ことが重要である」ω。
では，ヘッセは，一般的な，紛争とその解決の課題は，現代の政治・国家に
どう現れていると考えているのか？
「学問・技術・産業の発展とそれと手を携えて進む人口増加・専門家・分業
ならびに，その結果生ずる生活変化の複雑化と急速な変化は，国家の課題を増
大・変化させ，国家の〈多元化〉と〈民主化〉を導く。そのために国家は増大
する新たな課題をつきつけられる。それというのも，現代の経済的・社会的・
文化的な生活は計画・指導・形成を必要とし， 〈生存配慮〉 ( Daseinsvorsor 
ge）の課題をますます生じさせ，また社会保障と社会的扶助がますます国家の
課題と見なされるようになってきているからである。そのことによって国家の
活動が経済的・社会的生活にとって重要となり 国家活動への個人の依存度が
増すにつれて，国家は，同様の発展の過程において登場して相互に対立する大
きな経済的集団の闘争に巻き込まれることになり 政治的対立の本質は変貌す
る。社会的諸集団は，従来はその対立を国家秩序の確固たる枠の内外で解決し
てきたが，今やそれら諸集団はその努力と期待を直接に政治権力とその中枢部
すなわち，統治し行政を司る国家に向ける。政治的対立は，従来は限られた階
層の問題であったが，今や普通選挙によって影響力を行使する道を開かれた大
衆の問題となっている。もはや統一的な支配主体をもたない現代の民主制国家
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は，現代産業社会の自己組織の（全部とはいわないまでも）一部となる。そし
てその社会内部の紛争は 政治的統一形成と国家的意思形成の過程へと入り，
そこで解決され，調停されざるをえない。現代国家のこのような観点を看過す
ることは，もはや不可能なのであるJ(5）。
ヘッセのこの叙述の前半部分は，現代行政の特色としてよく指摘されるとこ
ろであるが，そのような現代国家の遂行する課題の変化が，政治的対立の本質
を変化させた，という指摘と，普通選挙権の実現によって政治的対立が大衆の
ものとなったという 2つの指摘が注目すべき点である。ヘッセの国家と社会
の統合理論の歴史的根拠がここにある。また同時に，紛争とその解決こそが政
治と国家の課題であり，現代民主主義がその解決を可能にする条件となる，と
いう判断をしていることになる。
現代において，政治的対立の本質が変化したとヘッセが言うのは， ドイツの
19世紀的な，国家と社会が対立し合う，という対立のありょうが，既に消滅し
ているのだ，という趣旨であるが，その際，国家の課題の変質とともに「相互
に対立する大きな経済的集団の闘争」が紛争の中心となり，国家はその紛争に
「巻き込まれる」という現実の役割を割り振っているが，このヘッセの歴史的
現実の判断には，国家が機能上中立的であるべきだ，という実践的判断が混入
して，認識を歪めていないかという疑義がある。とはいえ， 19世紀ドイツにお
ける国家を中立的と判断したこととは意味はまったく異なる。また，このこと
に関連して， 「統一的支配主体」は，現代民主制国家には存在しない，という
判断にも同様の疑問をもたざるを得ない。しかし，それら疑義がどうあれ，ヘッ
セの描く歴史的現代の紛争とその解決に関する基本的枠組は，適切である，と
思われる。
はたして，ヘッセは国家と社会の領域全体をどう考えているのか？社会をど
う位置づけているのか？
ヘッセが着目する現代社会・国家のあり方は，一方で，人間生活の隅々まで
介入し，生存配慮している国家のあり方であり，他方で，国家の支えなしには
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生活できない個人の国家依存性の強さ 個人の集合＝社会による国家への関与
であり，そしてそれら双方向のかかわりが，国家を国家として，社会を社会と
して完結した存在とはしえない程の統合を示していること である。このこと
を，ヘッセは，次のように述べる。 「〈社会的〉生活は国家による組織的・計
画的で責任ある形成なくしてはもはや不可能で、ある。逆にまた民主的〈国家〉
は〈社会的〉協働の中で初めて設立される。社会生活も，政治的統一形成の過
程においては，国家生活と多少とも密接な関係に立っている。経済的・社会的
生活に対して国家の有する今日的重要性ならびに国家の活動に対する〈社会
的〉影響，さらには国家の活動への〈社会的〉関与からすれば，両者を分離し
て対置することは不可能であるJ＜九
ここにはヘッセの国家観が，徹底した機能的概念となっていること，したがっ
て国家の実体化を完全なまでに排していることも，看取される。社会観におい
ても同様で，「国家領域内の人間の協働作用における国家的なるものと非国家
的なるものの区別は，ここでは両者を包含するものとして〈共同社会〉 (Ge-
meinwesen）の概念が用いられ， 〈国家〉概念は政治的統一形成によって創設
される諸権力の行為と作用という，より狭い意味のためにとっておかれるとい
うことによって表現されることになるJ(7）し， 「〈政治的統一体〉， 〈国家〉
および〈共同社会〉は，広く同じ人間によって担われる，異なるもろもろの作
用関係の呼称として使用される」（8）のである。
2.民主主義原理と紛争
憲法が採用する民主主義原理または民主制にとって 紛争はいかなる意味を
もつのか？ヘッセの理論的出発点は，当然，その憲法概念を踏まえている。そ
れは，「基本法は，民主制を採用することを決断するにあたり，歴史的由来は
どうあれ，現実的な現今の社会から遊離した抽象的な教説を規範化しているの
ではなく，今日の歴史的現実の具体的秩序を規範化している。この具体的秩序
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は国民の自己統治の前提としての統一的な国民意思から出発することはできな
いのであって，現実の基本的前提条件すなわち意見，利害，意図，志向の相違
と対立，およびそれと共に国民内部での紛争の存在からのみ出発することがで
きる」｛針。
ボン基本法20条2項1段の「国家権力は国民から発するJという規定は，既
に跡付けた意味で「多様性と対立Jを前提としていて そこで生ずる紛争を解
決するための，したがって，政治的統一形成のための「政治過程は，自由に開
かれた過程として，全国民の関心事であり，一国民の多数であると少数である
とを問わずー〈国家を担っている層〉の関心事ではないP 。ここか引き出さ
れる帰結は，「基本法の民主的秩序の枠内で，人間のその他の人間に対する支
配が根拠づけられ，かつ行われる。しかし固有の権利に基づく支配が問題なの
ではない。議会と政府による支配は，国民の多数によって信託され，時間的及
び事項的に限定された責任ある支配であり，それは批判と統制に服し，政治的
意思形成への国民の参加によって修正・補完されるY，ということである。
ボン基本法では，主権概念は使われず，国家権力という言葉が使われている
から，ヘッセは， 2重の国家権力の間の関係として，以上の関係を叙述してい
る。もちろん，民主主義原理の合意は他にいくつもあるわけであるが，ここで
は紛争との関係に限って取り上げる。
ヘッセの憲法理論における，政治と法の関係に関する方法論は，それ自体と
しては扱わないが，容易に理解できることは，彼は，規範は規範，政治的現実
は政治的現実として切り離す方法はとらず，規範に対応する現実を，あるいは
前提的現実を一体化して憲法解釈をしている，ということである。紛争とその
解決が憲法解釈に一般的な形で登場すること自体が，そのことを示している。
こうして，ヘッセにあっては，政治の課題が憲法の課題に転化・導入され，
現実と理念が対応関係となるように しかも一体化されている。国民の間の，
さまざまな原因による相違・対立＝紛争を 自由な政治過程としての政治的統
ーを形成しつつ解決する課題を民主主義原理と基本的人権に託す，というよう
- 82 (528) -
に，である。
3.選挙と紛争
ヘッセによれば，選挙にかかわる紛争については，基本法は， 「少数派の地
位を確保するとともに，抗争の解決の現実的可能性を確保している。基本法は，
これを次のようにして実現しようとしている。すなわち，制度上のもろもろの
可能性の枠内で国民の多数者による支配の正統化の原理と少数派に対して将来
多数派になる現実的に平等な機会の保障とを不可分のものとして結合し…，ま
た，事実上，多数派になる見込のない少数派や，多数派になるつもりのない少
数派をも保護することによってである」ω と解釈できる。すなわち，ヘッセは，
選挙に関する紛争は多数派と少数派の間の紛争であり，多数派は，潜在的少数
派，少数派は潜在的多数派と見倣して選挙規律を行うことが，機会の平等に適
合する，と考えている。このように選挙は，紛争の解決の現実的可能性を与え
るものであり，選挙の運営のすべては，多数派と少数派に機会均等が保障され
なければならないもの，とされるf
4.政党と紛争
ヘッセは，政党は，紛争から発生するものであると同時に，紛争を解決すべ
き使命をもつものと考える。そして，基本法21条 1項 l段に定められている
「政党は国民の政治的意思形成に協力しなければならない」という規定の解釈
として紛争解決のための政党の任務を示す。 「H ・H ・任務の内容は，国民の多数
派によって政統化されている支配，少数派の平等な機会 および自由で開放的
な政治過程の秩序としての基本法の民主的秩序という実質的関連においてのみ
明らかとなる。政党の任務は，政治的指導者を選抜し，養成し，国民に呈示し，
その多数の支持を得るために運動をすることである。与党の場合には，国民と
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政治的指導との間の正統化の連鎖における連結の一環という不可欠の機能を有
している。野党は，同時に潜在的多数党でもあり，支配的指導集団を批判し，
統制し，その権力を抑制し，またそのときどきの支配の全体方向に対する他の
選択肢を展開させることがそのっとめである。それなくしては，統治者の交代
と上の全体方向の転換はありえないのである。選挙や投票においても， 〈政治
的意思の予備的形成〉においても また議会と政府内での制度化された意思形
成においても，政党は，基本法の民主的秩序が志向する自由で開かれた政治過
程の担い手であり，仲介者たるべきなのである」ω。
ヘッセは，多数派と少数派，与党と野党，それぞれの役割の違いと平等に扱
われるべきこととを明確に区別しているが，ここでも，紛争のレベルにおける
両者を，民主主義秩序において地位を同じものとするところに，一貫した考え
方があらわれる。
まとめ
はじめに，で，わたしの2つの理論的出発点を記したが，国家と社会という
言葉で，それらの分離，対立や結合の交錯関係を考えている。そして， ドイツ
における国家と社会の分離論にしろ，統合理論にしろ， ドイツにおけるそれぞ
れの必然性があるのであって，日本においてはまた，日本なりに考えればよい
のであろう。とはいえ， ドイツのこの理論的対抗関係から学ぶことが多いと思
われる。
ヘッセの統合理論を，紛争というキ一概念を通して，概略的，かつ不十分に
辿ってみただけでも，日本国憲法の下での民主主義論が，その内容において豊
かでないと痛感させられる。統合理論の方法で考察されていた民主主義論は，
歴史と現実によって検証されていたし，同時に理論史に照らした吟味も行われ，
確固とした体系性を備えた理論であることは，十分に理解できた。
現代民主主義の可能性を最も豊かな合意において展開しえている理論の一つ
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と評価しうると思えるが，また一方では，大変おおらかな楽観主義の傾向を看
取しうる。
紛争とその解決を憲法（政治と法）の課題と設定して，現実の諸条件に対応
した民主主義の論理化を貫徹させた理論－これが本稿の視角から分析した，ヘッ
セの統合理論の特色であった。
?
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